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仙台市児童クラブ要支援児登録事務取扱要領 

（平成 28 年 2 月 1 日子供未来局長決裁） 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、仙台市児童クラブ事業実施要綱（令和７年３月２７日こども若者局長

決裁。以下「実施要綱」という。）第１１条の規定に基づき、仙台市児童クラブ事業運営

要領（平成２４年４月１日子供未来局長決裁。以下「運営要領」という。）第９条第１０

項に規定する、身体、知的若しくは精神に障害を有する又は発達障害を有する若しくは医

療的ケアを要するなど支援を要する児童の児童クラブへの登録にあたり必要な事項を定

めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要領の用語の意義及び字句の意味は、仙台市放課後児童健全育成事業、家庭的

保育事業等及び乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２

６年仙台市条例第４４号）及び実施要綱の用語の意義及び字句の意味によるものとする。 

２ この要領において、要支援児とは、次の各号のいずれかに該当する児童とする。 

（１）身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第４項の規定により身体障

害者手帳の交付を受けている児童 

（２）療育手帳制度要綱（昭和４８年９月２７日厚生省発児第１５６号厚生事務次官通知）

に定める療育手帳の交付を受けている児童 

（３）精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）第４５条に

定める精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている児童 

（４）特別支援学校又は特別支援学級に在籍する、若しくは在籍する予定の児童 

（５）医師、児童相談所、発達相談支援センター等公的機関の意見等により、第１号、第２

号又は第３号に掲げる児童と同等の障害を有していると認められた児童 

（６）第５条の規定に基づく支援検討会議において特別な支援が必要と認められた児童 

（７）医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律（令和３年法律第 81号）第２

条第２項に規定する医療的ケア児（以下「医療的ケア児」という。） 

 

（対象児童） 

第３条 児童クラブを利用できる要支援児（医療的ケア児を除く。）は、次の各号のいずれ

にも該当し、児童クラブにおける集団生活を送ることができる児童とする。 

（１）実施要綱第４条の２に規定する要件を満たす児童 

（２）原則、自力で登下館できる児童 

（３）食事や排泄など身辺自立ができている児童 

（４）意思疎通を図ることができる児童 

別紙２ 



 

2 

（５）危険な行動の予防又は制御が可能である児童 

２ 児童クラブを利用できる医療的ケア児は、次の各号のいずれかに該当し、主治医により、

児童クラブで実施可能な医療的ケアを確実に行うことで、安全に児童クラブにおける集

団生活を送ることができると判断された児童とする。 

（１）前項各号のいずれにも該当する児童 

（２）食事や排泄に係る医療的ケアが必要であり、前項各号（第３号を除く。）のいずれ

にも該当する児童 

 

（登録手続き等） 

第４条 要支援児の保護者は、運営要領に定める書類と併せて、第２条第２項第１号から第

４号まで又は第７号のいずれかに該当することを証する書類その他市長が必要と認める

書類を、登録を希望する児童クラブが設置されている児童館等の指定管理者等に提出し

なければならない。 

２ 前項の書類の提出を受けた指定管理者等は、当該児童の行動特性等を把握した上で、

「個別対応調書」（様式第１号）を作成しなければならない。 

３ 指定管理者等が必要と認める場合は、当該児童の状況を把握するため、保護者の作成す

る「児童クラブ利用に関する同意書」（運営要領様式第１号附表４）により、小学校、保

育所、幼稚園等の関係機関と情報交換、情報共有等を行うものとする。 

４ 児童クラブ事業推進課長が必要と認める場合は、医療的ケア児が安全に児童クラブに

おける集団生活を送ることができるよう、発達相談支援センターの医師に助言を求める

ことができる。 

５ 指定管理者等が必要と認める場合は、当該児童の集団生活における状況を把握するた

め、「児童クラブ体験受入れの実施について」（様式第２号）により、当該児童の保護者に

通知し、児童クラブの登録の可否を決定する前に体験受入れを実施することができる。 

 

（支援検討会議） 

第５条 児童クラブの登録の可否及び登録した児童に対する適切な育成支援を検討するた

め、第６項に規定する依頼により、支援検討会議（以下「会議」という。）を開催するも

のとする。 

２ 会議の審査対象とする児童は、原則として、予め定められた児童クラブの募集期間内に

登録申込みがあった児童のうち、別表第１に掲げる支援の必要度がＡ又はＢに該当する

もの又は医療的ケア児であり、指定管理者等が審査対象として依頼したもの（以下「審査

対象児童」という。）とする。 

３ 会議は、次に掲げる事項について審査する。 

（１）第３条第１項第２号から第５号までのいずれかに該当しないと認められる児童に係

る児童クラブ利用に関する取扱い（登録の可否、経過観察の必要性、継続利用の可否
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等） 

（２）審査対象児童の別表第１に掲げる支援の必要度 

（３）前号に係る審査において、別表第１に掲げる支援の必要度がＡと判断された児童であ

って、児童クラブでの育成支援において特に留意する必要があると認められるものに

係る助言及び指導 

（４）主治医の意見等を踏まえ、医療的ケア児の児童クラブでの生活支援や育成支援におい

て、職員配置や設備面等の観点から、特に配慮を要する事項に係る助言及び指導 

（５）第１号から前号に掲げるものの他、児童クラブ事業推進課長が必要と認める事項 

４ 会議の委員は、次に掲げる者のうちから、児童クラブ事業推進課長が指定する者をもっ

て充てる。 

（１）学識経験者 

（２）健康福祉局障害福祉部北部発達相談支援センター職員 

（３）健康福祉局障害福祉部南部発達相談支援センター職員 

（４）指定管理者等が指定する職員 

（５）その他児童クラブ事業推進課長が必要と認める者 

５ 児童クラブ事業推進課長は第３項の審査にあたり、次に掲げる書類の提出を指定管理

者等に求めるものとする。 

（１）個別対応調書（様式第１号） 

（２）運営要領第８条に規定する児童クラブ登録申込書（運営要領様式第１号） 

（３）児童館への連絡票（運営要領様式第１号附表５） 

（４）第２条第２項各号のいずれかに該当することを証する書類 

（５）その他、児童クラブ事業推進課長が必要と認める書類 

６ 児童クラブ事業推進課長は、必要に応じて、会議に対し審査を依頼することができる。 

７ 会議の庶務は、こども若者局こども若者支援部児童クラブ事業推進課において処理す

る。 

 

（審査結果の報告等） 

第６条 児童クラブ事業推進課長は、前条第３項第２号に規定する事項に係る審査の結果

を指定管理者等に報告するものとする。 

２ 指定管理者等は、前条第３項第３号及び第４号に規定する事項に係る審査の結果を踏

まえ、当該要支援児に対する育成支援等を行うよう努めなければならない。 

 

（登録の決定等） 

第７条 市長は、第５条第３項第１号に規定する事項に係る審査の結果、第３条第１項第２

号から第５号のいずれかに該当しないと認められる児童であって、児童クラブの利用が

適当でないと判断されたものについて、実施要綱第５条第１項及び運営要領第９条第４
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項の規定に基づき、児童クラブに登録しないことを決定することができる。 

２ 市長は、前項の審査の結果、当該児童について、一定期間にわたり経過を観察すること

が適当と判断された場合は、実施要綱第５条第３項の規定にかかわらず、６月を超えない

範囲内で登録を決定することができる。 

３ 前項の登録期間は、第５条第４項に規定するいずれかの委員による当該児童に対する

観察の結果又は第５条第３項第１号に規定する事項に係る再審査の結果により、当該登

録期間が属する年度の末日までの範囲内で延長することができる。 

４ 第２項又は前項の規定により、当該登録期間が満了するにあたり、当該児童に対する一

定期間にわたる観察の結果、児童クラブの利用が適当でないと認められる場合は、会議に

おいて当該児童に係る児童クラブ利用に関する取扱いについて再審査することとし、市

長は、当該再審査の結果を踏まえ、登録の可否を決定するものとする。 

 

（年度途中等の審査） 

第８条 指定管理者等は、年度途中において登録の申込みがあった児童など、審査対象児童

とならなかった児童のうち、別表第１に掲げる支援の必要度がＡ又はＢに該当するもの

として指定管理者等が審査対象とした児童又は医療的ケア児について、第５条第３項に

規定する事項に係る審査を児童クラブ事業推進課長に依頼することができる。 

２ 前項の依頼を受けた児童クラブ事業推進課長は、第５条第４項に規定するいずれかの

委員に当該事項に係る審査を依頼し、第５条第３項に規定する項目について審査を行う

ものとする。 

３ 指定管理者等は、児童クラブの登録が決定された後において、その後の発達の状況等に

より、児童クラブでの受入れが困難と思われる児童がいる場合、児童クラブ事業推進課長

に第５条第３項第１号に規定する事項に係る審査を依頼することができる。 

４ 前項の依頼を受けた児童クラブ事業推進課長は、第５条第４項に規定するいずれかの

委員に対し当該事項に係る審査を依頼することができる。 

 

（職員配置） 

第９条 児童クラブ事業推進課長は、第５条第３項及び前条第２項に掲げる審査の結果を

踏まえ、別表第２に掲げる職員配置基準を基本として、要支援児を受入れる児童館等にお

いて職員の追加配置を行うものとする。 

２ 児童クラブ事業推進課長は、医療的ケア児を受入れる児童館等において、主治医の意見

及び会議の審査結果等を踏まえ、必要な人数の看護師等の配置又は手配を行うものとす

る。 

 

（その他） 

第１０条 この要領に定めるもののほか、要支援児の児童クラブへの登録に関し必要な事
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項は、児童クラブ事業推進課長が別に定める。 

 

附則 

（実施期日） 

この要領は、平成 28年２月１日から実施する。 

 

附則（平成 29年１月 11日改正） 

この改正は、平成 29年１月 11日から実施する。 

附則（平成 29年５月 8日改正） 

この改正は、平成 29年５月 8日から実施する。 

附則（平成 29年 10月 12日改正） 

第４条第５項、第５条第２項及び第３項並びに第７条第１項及び第３項に係る改正は、平成

29年 10月 12日から、第３条に係る改正は、平成 30年４月 1日から実施する。 

附則（平成30年11月14日改正） 

この改正は、平成30年11月14日から実施する。 

附則（平成 31年３月 20日改正） 

この改正は、平成 31年３月 20日から実施する。 

附則（令和元年 10月９日改正） 

この改正は、令和元年 10月９日から実施する。 

附則（令和３年 11月 18日改正） 

この改正は、令和３年 11月 18日から実施する。 

附則（令和４年２月 28日改正） 

この改正は、令和４年４月１日から実施する。 

附則（令和４年 10月 28日改正） 

この改正は、令和５年４月１日から実施する。 

附則（令和５年３月 15日改正） 

この改正は、令和５年４月１日から実施する。 

   附則（令和６年２月１日改正） 

この改正は、令和６年２月１日から実施する。 

附則（令和７年３月 27日改正） 

この改正は、令和７年４月１日から実施する。 

附則（令和７年 10月１日改正） 

この改正は、令和７年 10月６日から実施する。 
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別表第１（第５条及び第８条関係） 

支援の必要度 

支援の

必要度 
内容 

Ａ 常時目を離すことができない（職員の対応が 1日に複数回必要となる） 

Ｂ 
常時とまではいかないが、相当高い割合で個別の配慮が必要 

（職員の対応が児童の登館のたびに必要となる） 

Ｃ 遊びや生活が変わるときなど、状況の変化等に応じて個別の配慮が必要 

Ｄ Ａ～Ｃには該当しないが、通常に比べ職員の支援の必要度が高い 

 

 

別表第２（第９条関係） 

職員配置基準 

支援の必要度が 

Ａ又はＢの児童数 
職員の配置 

3名以上 常勤職員 1名加配 

7名以上 常勤職員 1名、非常勤職員 1名加配 

11名以上 常勤職員 1名、非常勤職員 2名加配 

15名以上 常勤職員 1名、非常勤職員 3名加配 

19名以上 常勤職員 1名、非常勤職員 4名加配 

23名以上 常勤職員 1名、非常勤職員 5名加配 

（備考）５単位以上の大規模児童クラブにおける第二児童クラブ室においては、常勤職員の

加配に代えて非常勤職員を配置するものとする。 


